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はじめに
筆者は1969年４月に大阪大学文学部 (豊中キャンパス) に入学 (哲学科
社会学専攻) したが, 同じころに本誌今号が退職記念号となる寺木伸明教
授はすでに大学院生として在籍されていた｡ 当時は大学紛争の時代であり,
12月まで講義は再開されず, 筆者は当時の論争の中心的争点であった国家
論に関心をもち関連著作を読んで過ごしていた｡ 寺木教授退任記念号に寄
稿する本稿では, 当時を想起しつつ改めて国家論について再考し, 国家の
変容と国家論の展開とのかかわりを検討し, さらに敗戦から現在に至る戦
後日本国家の変容の一端を明らかにしたい｡
第１節では, 国家の変容と国家論の展開との関連について, 一つの仮説
を提起したい｡ まず, 1969年頃から80年代初めにかけて筆者が体験した国
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おわりに
家論の意義の低下について, その背景にあった国家の変容との関連で再考
してみる｡ 社会学の勉強を始めたばかりの筆者は, 当時の時代情況もあっ
て, 国家論に強い関心をもち卒論をまとめたが, 73年春に大学を卒業し４
年間の企業勤務の後, 大学院に入学し国家論を再開した際には, 国家論に
有意義さを実感できなくなっており, 有力であった国家論者も精彩を欠く
ようになっていた｡ そこで, この体験を手がかりにして, 国家による暴力
の独占と国家の中心性が脱伝統化と高度近代化の中で急速に変容しつつあっ
たのではないか, そのために国家の位置と役割を過大に評価する国家論の
意義が低下したのではないか, という仮説を提示したい｡
第２節では, 近代国民国家において暴力の独占と, 社会的文化的伝統に
基づく統合とが, 密接に関連していたことを確認しつつ, 60年代末から70
年代にかけて, 戦後日本国家が急速に暴力的な特性を弱めていっていたこ
とを, 脱伝統化との関連で明らかにする｡ 天皇制の非政治化, 軍部の消滅
と自衛隊の誕生, 右翼勢力の変容, 左翼運動への国家による暴力行使の抑
制などに, 国家の非暴力化がすでに示されていたのである｡ そこには政治
的国家が高度資本主義に対応して, 近代国民国家の保持していた伝統的イ
デオロギー的側面, 軍事的暴力的側面を, 自由主義的民主主義的側面に置
換し高度資本主義と親和性のある国家に変容していったことが映し出され
ていた｡
第３節では, 60年代末から70年代にかけての国家論や現代社会論には国
家の中心性の認識がまだ強固であり, 左翼による反国家運動自体も国家の
中心性を信奉するイデオロギーの裏返しであったのであるが, 高度近代化
が進行する中で70年代に国家の位置づけが相対化され, 先進資本主義の福
祉国家も社会主義社会も問い直されざるをえなかったことを示す｡ そして,
バブル崩壊後の1990年代以降に国家による公共性の独占が崩れ, 国家の基
軸となる行政官僚制 (官) と産業界 (産) と民間団体 (民) と市民 (私)
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の相互連携と融合による高度近代の社会システムが生成してきたのである
が, そのような社会システムにおける国家の位置と役割こそ, 多元的国家
論によってよりよく説明されることを明らかにしたい｡
第１節 国家の変容と国家論の展開
1968年４月から大学浪人となった筆者は, 自宅浪人として受験勉強を進
める傍ら, 歴史好きであったため受験勉強以上の広がりと密度でそのテー
マの読書を進めていた｡ 翌年, １月の安田講堂事件などにより東大入試が
中止となり, 志望校は変更せざるをえなかったが, 何とか大学生となるこ
とができた｡ しかし, 大学はバリケード封鎖されており, 年末の12月にな
るまで授業は行われず, 自主講座的な催しが散発的に開催されているだけ
であった｡ そのため自習時間は多く, 大学紛争を始め, 当時の日本や世界
のありかた, あるいはまた, その中での自らの社会的位置と役割について
読書と思索の日々が続いた｡ そんな時に, 鶴見俊輔の著作を通じて吉本隆
明の存在を知り, 書店で見かけた吉本の著作を買い求め, また吉本が主宰
する雑誌 『試行』 の購読者となったのであった1)｡
明確な世界像を求めていた当時の筆者には, 多大な知識をまとめ上げて
自前で社会全体を把握する力は到底なかったが, 吉本の視点を受容するこ
とで, 混沌とした認識世界に明確な像がもたらされた｡ 吉本の導きで戦後
日本の四半世紀の変動を理解するようになり, その国家論に多大な影響を
受けつつ, 当時の筆者の社会認識が生成されたのであった｡ 国家こそ社会
の全体のありかたを規定する存在であり, 国家論こそ社会認識の中心軸で
あると考えていた筆者に, 吉本の社会認識と国家論は急速に浸透していっ
た｡ それでは吉本の戦後四半世紀の国家論とは, どのようなものであった
のか｡
二十歳で敗戦を経験した吉本の問題意識の原点は, 総体のビジョンの把
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握であり国家への対抗であった (宮本, 2011a：1334, 16975)｡ 国家の
権力の中核にある共同幻想の正体を暴き, それにいかに抵抗するかが吉本
の思想的理論的課題となった｡ 国家への抵抗が吉本の出発点となり, 戦時
中に自らに究極の選択を迫った国家の圧力を無化する方法を探究すること
が, 吉本の思想的課題となった｡ 一つは天皇制の威力の根源を暴き出しそ
れを無化することであり, 二つには自分に思想的理論的に欠けていた全体
的認識を獲得することである｡ 戦前戦中と国家にどのように対抗しえたの
か, 対抗しえなかったとすればそれはなぜか, 抵抗したかのように過去を
正当化することがもたらす弊害は何かなどを追究する中で, 社会総体のビ
ジョンの獲得が目指されたのである｡
50年代の吉本は, 経済的次元では国家独占資本主義という認識を前提に
しつつ, 国家とそれを支える大衆の分析を深めた (宮本, 2011a：13256)｡
対抗すべきはあくまでも日本の国家権力であり, 反米意識や親ソ意識に足
をすくわれてはならないと警告し, 冷戦構造の中で, どちらの陣営につく
かという問題にとらわれずに, いかなる民族国家もその内部に矛盾をかか
えており, 国家権力とそれに対抗する諸運動や大衆によって組み上げられ
る立体的構成をもつことを見なければならないと主張したのである｡ その
ような国家への考察は, 吉本独自の国家論の新展開へと導いていった｡
まず, 天皇制についての考察が進められ, 天皇制を相対化するために日
本国家の根源をおさえるという作業は, 1960年代に共同幻想論という壮大
な体系の構築へと吉本を導いた (宮本, 2011a：22431)｡ そして, 政治的
国家と社会的経済的国家という二重性において国家を把握する理論的視点
が生成された (宮本, 2011a：13743)｡ それはまた, 幻想的共同性として
の国家と市民社会すなわち社会的経済的国家を区別と関連において把握す
る視点でもあった｡ 政治的国家と社会的経済的国家の二重性論は, 吉本の
独特のマルクス論においても追究された｡ 国家の二重性論は明治国家にお
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ける天皇制と資本主義の共存を説明し, より一般化して言えば, 近代化の
なかでそれぞれの国民国家の形成は, 各地域での共同性の累積の歴史を踏
まえて行われたという視点を生成したのである｡ たんに資本主義国家ある
いは社会主義国家というものはなく, それぞれの国民国家が固有の伝統に
根ざす共同性ないし共同幻想の歴史的累積をもち, さらに多様な資本主義
ないし社会主義が組み合わされているという国家像, 全体社会像が提示さ
れたのである｡ なお, 戦後日本社会における天皇制については, 資本主義
の発展が天皇制の政治的基盤を失わせ, 国家の幻想的共同性を生成する威
力を弱体化させたという認識をすでに50年代に示し (宮本, 2011a：140),
天皇制はイデオロギー的威力を著しく弱体化したと考えた吉本は, それで
もその起源を探り共同幻想の系譜を明らかにすることによって, 思想的に
天皇制を無化する道の模索を続けたのであった｡
また, 50年代から60年代初めにかけての安保闘争においては, 高度化し
つつあった国家独占資本主義を基盤にアメリカから自立しようとする日本
国家権力が闘争の相手であることを明快に主張した吉本は, 日本国家はア
メリカに従属しているにすぎないとするナショナリズムにとらわれた反米
愛国路線や, アメリカに保護された国家権力への対抗のために社会主義
大国に依存しようとする親ソ親中路線の議論の欺瞞性を鋭く突いた (宮本,
2011a：1456)｡ その種の従属知識人の発想では, アメリカかソ連かとい
う選択肢しか提示できず, 反体制運動は結局はソ連に従属せざるをえなく
なると見た吉本は, 自立しつつある独占資本主義国家に対抗する運動を主
張したのだった｡ 戦後日本資本主義は50年代に急速に力をつけ, 戦後日本
社会は多くの可能性を切り捨て一つの体制を確立しつつあり, 安保闘争は
戦後日本資本主義への最後の抵抗という認識が吉本にはあった｡ ただし,
資本主義それ自体に対するというよりは, アメリカから自立しつつある国
家独占資本主義に対する抵抗なのであった｡
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以上のような吉本の国家論から強い影響を受けていた筆者には, 国家論
が社会理論の根幹にあり, 国家のあり方が社会全体のあり方を規定すると
認識され, したがって国家の本質を論じることは切実な課題として感じら
れた｡ そして, 戦前からの伝統性を色濃く残した暴力行使もいとわない国
家権力がいまだ存在していて, それらが社会の上に国家がかぶさっている
というイメージを保有していた｡ 60年代日本は高度経済成長時代であると
同時に, 政治運動が活性化した時代でもあった｡ 第３節でも述べるように,
今日から見れば高度産業化していく日本への左翼 (社会主義陣営) からの
最後の抵抗の時代であったのだが, 当時の日本国家はその実像よりも一層
暴力的な存在と見なされていた｡ 具体的には, 当時の自民党政権にはまだ
まだ戦争を主導した危険な勢力が残存しており, それが佐藤首相を支える
一派の戦前の影を曳きずる岸元首相の派閥の流れにある福田赳夫陣営に巣
食っているのではないかという認識である｡ それに対して田中角栄陣営は,
比較的リベラルな資本主義派ではないかという社会意識が, 筆者のみなら
ずマスメディアや世論においても強かったと思われる2)｡ 国家の二重性で
見ると, 政治的国家には伝統的な特性を重視する, いわば暴力的体質を払
拭できない勢力が主導権をもち, 経済的国家には進歩的な自由資本主義を
主導する経済運営に明るい勢力が主導権ともっており, 前者を福田陣営が,
後者を田中陣営が代表しているという図式であった｡
1972年に連合赤軍事件が起こり, その影響で退潮著しい左翼陣営では党
派間の内ゲバが続き, 爆弾闘争をも辞さないテロリズム運動も登場してき
た頃 (宮本, 2011：148, 1667), 筆者は企業に就職し東京と大阪で数年
間をサラリーマンとして過ごすことになった｡ 卒業論文では ｢マルクス主
義社会学序説｣ と大仰なタイトルのもとに, 当時の筆者から見た全体性認
識を, 資本の運動と国家の生成によって把握する試みを敢行し, リアリティ
の充実感とそれなりの達成感を得ることができた｡ しかしながら, いざ職
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業人になると, 学生時代とは異なり全体的な視点は希薄化し, その職業世
界の社会的構成と独特の職業文化の中で社会化していかねばならないとい
う課題に直面した｡ そうなるとマクロな社会理論的世界は後景に退き, ま
さに日常のリアリティに沈潜した日々が続いたのであった｡
しかし, ３年半の勤務の後に退職し, 1977年４月に再び大学院に戻ると,
資本主義と国家の問題が筆者の認識世界に再浮上してきた｡ そこで昔取っ
た杵柄とばかりに, このテーマを再論する形で修士論文をまとめ始めたが,
卒論執筆時の72年頃に多大な意義を感じていた国家論が, 社会の全体性か
ら遊離しているのではないかという感覚に脅かされるようになり, 先生方
や院生仲間からも今更何を論じているのだという厳しい指摘を受けた｡ 筆
者は全体的な社会理論構築において70年代後半の国家変容に対応した国家
論を新たに模索せざるをえず, 再び吉本の著作に問いかけたが, マルクス
主義に固執せず拘束もされていなかった吉本は, 資本主義の高度化に伴う
社会の変容に対応しつつあり, 国家への抵抗というテーマは微弱なものと
なっていた3)｡
そこで, 60年代後半から当時に至るまで, マルクス主義の立場から吉本
の国家論を継承し発展させていた滝村隆一の国家論に再び注目してみた｡
滝村は明らかに吉本の強い影響下にあり, 吉本が主宰する同人誌 『試行』
に国家論を連載し, 60年代後半に当時まだ20代半ばでありながら, 陸続と
国家論の著作を上梓し始めた4)｡ その著作群は圧倒的な迫力で国家論の世
界を席巻していた｡ 経済的国家と政治的国家の二重性, 共同体内国家と共
同体即国家の区別など, きわめてシンプルな原理であったが, 明治国家や
戦前の日本国家, そして多様な歴史的国家を分析する場合, それが独特の
精彩を放った｡ 同時に, 現代革命論では政治革命先行論を主張し, プロレ
タリア独裁の社会主義国家樹立の可能性を追究する立場にあった｡
しかし, 70年代末に滝村国家論を再読してみたものの, 70年代の経過の
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中で, そのような国家論は現実との対応性を著しく欠いているものと思わ
れた｡ 歴史的国家の分析には有用であり, そこにはリアリティが感じられ
たが, 肝心の現代国家論となると徐々に形式的な制度論に陥り, 教科書的
な政治学の常識を独特の言い回しで厳密に再論しているだけになったとい
う印象を禁じ得なかった｡ また, プロレタリア独裁国家を目指す立場には,
すでに何の意義も感じられなくなっていた｡
70年代は日本社会の転換期であった｡ 1969年にはすでに転換の兆しはあっ
たし, その可能性を孕んだ状況にあったのであろうが, 70年代において国
家は急速に脱伝統化し, 脱暴力化していったようだ｡ また, 高度近代化の
中で社会主義国家の閉塞状況は明らかであり, 資本主義社会の変革を云々
することの無意味さが浸透していった｡ マルクス主義はその威信を急激に
減退させ, あくまでもマルクス主義に拠りながら, スケールの大きな国家
論を展開し, 多くの著作を70年代に刊行していた滝村隆一にも, その影響
は深く及ばざるをえなかった｡ そして前述のように, 80年代に入り国家論
大綱の成立を目指す作業を本格化する頃から, 滝村国家論は急激に精彩を
失っていったのである5)｡
80年代には, ソ連の崩壊を待つまでもなく, マルクス主義は思想的理論
的に延命できなくなった｡ 資本主義を革命で転覆させ社会主義を成立させ
プロレタリアート独裁を, などという主張はリアリティ皆無の世界となっ
た｡ 国家は万能ではなく, また暴力を恣意的に行使しうる主体でもないこ
とは明らかになりつつあり, 政治家自身もそれを自覚するようになった｡
リベラルな資本主義路線の田中首相は金脈問題で失脚したが, 後継の福田
首相は意外にも60年代末に考えられていたような右翼的な立場ではなく,
リベラルで民主的な顔を見せた6)｡ 結局のところ, 田中陣営も福田陣営も,
リベラル資本主義においても平和主義においても民主主義においても実は
大差なく, 国家を主導していた自民党政権自体が, その内部において急速
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に伝統性を希薄化し, 伝統性に立脚した政治リーダーたちは激減する方向
にあったのが実は60年代であったことが明らかになり, 70年代後半には一
層その方向性は強くなったのである｡ そして, 国家のあり方にほぼ国民的
合意が成立し, 政治的指導者たちもその合意を共有する時代には, 個々の
政策についての議論は成立しても, 国家のあり方それ自体を問うような国
家論は意義を希薄化せざるを得なかったのである｡
第２次世界大戦後, 民主化と産業化を２大トレンドとする近代化は世界
を巻き込んでいった｡ 70年代には, 先進社会は高度近代化の波に洗われて
おり, 日本もまた例外ではなかった｡ それどころか70年代以降, 日本はそ
の先端に位置するようになっていた｡ そしてそのような日本国家は, 脱伝
統化の中での国家の脱暴力化と, 高度近代化の中での国家の脱中心化とい
うトレンドを示していたのではなかったか｡ 第２節および第３節では, 以
上の仮説についてさらに検討を進めよう｡
第２節 脱伝統化の中の国家
国家論に有意義さが感じられた時代は, 国家の暴力性が信じられていた
時代でもあった｡ 暴力を市民社会に禁じることによって正当化された暴力
を独占した近代国民国家は, 本質的に暴力性を帯びていると思われた｡ 国
家権力の暴力に対抗する暴力が, 新たな正当性を主張し国家権力にとって
かわろうとすることこそ革命の課題であり, 資本主義国家としての近代国
民国家は資本主義の矛盾からは逃れられず, その矛盾は革命による社会主
義国家の樹立によって解消の方向に向かうと考えられていたのである｡ し
かし現実には, 国家独占資本主義日本の国家権力は60年代末から70年代に
かけて, 他の先進諸国に先駆けて脱暴力化していったのであり, それは脱
伝統化というトレンドと深く関連し合っていたと思われる｡ 以下では, 人
間社会の形成, 伝統的国家の形成, そして近代の国民国家の形成と暴力の
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関連, 次いで, 近代国民国家としての日本国家における伝統と暴力の関連
を検討した上で, 60年代末から70年代にかけて現れていた日本国家の脱暴
力化の兆候を指摘することによって, その仮説を精錬することにしよう｡
暴力には原初の社会形成の秘密が潜んでいる｡ 動物は群れとして生きる
が, 群れの論理は縄張り (テリトリー) の論理であり, 群れとして生きる
ということは社会の形成を拒否することであり, 群れを超越しなければ社
会にはならない7)｡ 群れ同士が追い払い追い払われ, 殺し尽くし殺し尽く
されるということを繰り返しているうちは, あるいはたんに棲み分けてい
るだけでは, 社会は形成されない｡ 動物的群れは, 徹底的な縄張り意識を
もち, テリトリーの暴力的維持こそ動物の生存を可能にしてきたが, それ
では社会は形成されないのである｡ 人間だけがその水準を越えて, 他の群
れとの交換関係を形成し, 群れ意識を越えた共同性の意識を生成しえた｡
おそらくインセスト・タブーの成立を契機として交換の概念が獲得される
ことによって, 結合関係の展開による社会の形成の可能性が高まり, さら
に暴力が交換に組み込まれることによって支配と服従という関係の成立に
つながり, 社会の形成が開始されたのである｡
すなわち, 動物的な群れが暴力的にはじきあうか, 棲み分けるしか選択
肢をもてなかったのに対して, 人間は交換のアイデアによって暴力を交換
に組み込むことを可能にした｡ 暴力可能性を交換の資源として支配服従関
係が可能となり, 群れが超越され社会形成が開始された｡ このようにして
共同体の交換ないし闘争を通じての累積が国家の形成を促進したのである｡
共同体は累積し, 支配的共同体のもとに広範な地域に下位共同体が並立,
併存することになった｡ 共同体の分化発展, あるいは連携や支配被支配に
よる統合などにより共同体が集積し, 国家共同体の累積過程はついに帝国
をも生み出すに至ることもあった｡ いわゆる前近代の国家の歴史は伝統的
国家の歴史であり, それらは規模の違いはあれ, 共同体の累積としての社
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会という基本構成を示していたのであった｡
そのような伝統的国家が近代国家に変容したのは, 国民の形成によって
であった8)｡ 国民とは市民にほかならず, 市民とは市民権を国民国家によっ
て保障された人々すなわち国民である｡ 国民形成以前の市民は, 市民権を
保証された特権的な市民であった｡ 特権的な市民たちは, 建前上は相互に
自由で平等で友愛に満ちた関係にあったが, それ以外の都市の住民は市民
ではなく, あるいは二級市民であり, 極端な場合にはなんら権利を有さな
い奴隷であった｡ 奴隷ではないにしても, 市民権を保障されない人々が住
民に含まれる社会は, 前近代ではありふれたものであった｡ しかし, 近代
化という大きなトレンドのなかで, 国民国家が形成されることによって,
市民権が適用される範囲は国民全体に拡大する流れをもった｡ 国民である
限りは市民権が保障されるというのがたとえ建前に過ぎない場合もあるに
せよ, 原理原則として打ち立てられたのである｡ それまでは特権的な人々
のみが市民であり, さらに市民的特権を超えた封建的特権を有する人々も
いた｡ そのような社会が革命によって崩壊に導かれ, 国民が形成された｡
民主化こそ市民権の種類の増大と適用範囲の拡大の趨勢そのものであり,
民主化は国民国家の形成と同時に進行したのであった｡ 民主化は狭義には
普通選挙権の拡大であり, 政治的な活動の自由化であるが, これは国民国
家の確立する過程と平行して進行した｡ 国民の形成は, 特権としての市民
権を国民と認定された人々に普及させることでもあった｡
ただし, 国民の形成には, 多様な民族を統合するという過程と, 時には
多様な宗教を併存させるという過程を経ねばならなかった｡ 中心となる多
数民族（マジョリティ）による少数民族（マイノリティ）の統合という場
合が多かったのだが, 民族の統合のためには伝統的国家の歴史的蓄積が活
用されざるをえなかった｡ もちろん国民として, 市民として平等になるの
であるが, それでも実質的にはマイノリティが不利な立場に置かれ, 不満
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を抱えるマイノリティの中には独立をめざす人々も現れ, 強大化した国家
権力と激突することになった｡ また, 多様な宗教については, 国家権力を
宗教から解放し無宗教化することによって, 市民社会における多様な宗教
の併存を保障する道を近代国民国家は選んだ｡ こうして宗教的対立が国家
権力を巻き込んだ暴力的闘争に接続される通路は原理的には断たれたので
あったが, 民族の場合と同様, 紛争の種が根絶されたわけでなかった｡
こうして紛争の種をかかえつつも, 近代国家権力は対内的には, 正当的
暴力を独占することによって, 国民国家の統合を可能にした｡ 国家以外の
諸主体の暴力行使は原則的に禁止されたのである｡ 国家の支配装置として
行政官僚制が整備され, 国民主権の建前のもとに官僚制を基軸にした国家
が全体社会を統治するという, 国民主権の名の下に国家が国民を統合する
近代国家の基本型が生み出され, それが近代化の変動の中で変容していく
のである｡
近代日本もその例外ではなかった｡ 第１節でも述べたように, 明治維新
以来の明治国家は, 近代資本主義と伝統的な, あるいは創られた伝統であ
る天皇制との二重性によって出発した｡ 近代の国民国家の形成には, 世界
中どこでも伝統性が活用されたし, それなしには国民統合が不可能であっ
た｡ 明治維新によって成立した明治国家は伝統的な天皇制を統合の基盤に
据え, 急速に国民の形成を図り, 明治20年にはまがりなりにも憲法を制定
し, 天皇の形式的主権の下で国家官僚制を基軸にした国家統治体制を整備
したのである｡ 日本だけではなく伝統性の側面を色濃く持つ国民国家は,
当時の世界システムの中で激しく摩擦し合い, 二度の世界大戦を引き起こ
してしまい, 日本もまたそこに積極的に参戦した｡ 暴力的解決こそ伝統性
の悪弊であった｡
しかし, 第２次世界大戦の結果, 敗北した日本の天皇制国家は変容せざ
るをえなかった9)｡ 敗戦後, 米国を中心とする占領軍総司令部が戦後日本
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国家の最高権力の座につき, 新憲法施行による天皇制の脱政治化と国民主
権の確立, 軍部の解体, 財閥の解体, 農地改革などの戦後改革を次々に指
令し, 日本の行政官僚制はそれを順次実行に移し, いわゆる占領期日本の
戦後革命が進行していったのである｡
50年代初めに講和条約によって占領体制を脱した後, 戦後日本国家は急
速に脱伝統化の道を歩み, 何よりも最大の伝統性ともいうべき天皇制が脱
政治化し, 国家の権力装置としての位置を希薄化させていった｡ まず, 戦
後憲法によって天皇主権は国民主権に転換され, 天皇は国家統合の象徴と
なった｡ 次に, 天皇制の社会的基盤ともいうべき地主制農村が農地改革に
よって根本的に変革され, 大地主と小作農の支配服従関係の消滅, 自営農
民の誕生と農村生活の近代化による農民意識の変容が進んだ｡ 天皇制は伝
統的国家の権力装置ではなくなりつつあったのである｡ また, 皇太子妃が
民間から皇室に入り, 皇太子妃となった女性が大衆的人気を博したことも,
天皇制の脱伝統化に大いに貢献した (石田, 2006)｡
それでも天皇制の威力を存続させようとする政治勢力は存在していた｡
たとえば右翼運動が60年当時はまだ社会的な脅威であり続けていた｡ 日本
社会党の浅沼書記長は右翼政治運動に参加していた十代の青年に講演中に
刺殺され, 天皇一族を登場人物として空想的に描いた小説を刊行した中央
公論社社長宅がやはり十代の青年に襲撃され家族やお手伝いの女性が死傷
し, 小説家は社会の表舞台から姿を消さざるを得ないという事態が生じた
のが60年だったのである10)｡ しかし, 60年代を通じて右翼政治運動は天皇
制を護持しようとする強烈な意思を薄弱化し, 同時にまた脱暴力化していっ
た｡ 右翼勢力自体が国家装置の黒幕に潜んでいるというイメージは60年代
には確かにあったが, 70年代半ばのロッキード事件の際の児玉誉士夫など
を最後に, そのようなイメージは社会から消えて行ったようだ｡ そしてそ
れ以降, 週刊誌などの大衆メディアが天皇一族を揶揄したり批判したりす
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る記事を掲載することが増え始めたが, それに敏感に反応してかつての襲
撃事件のように右翼がメディアを攻撃する事件もほぼ皆無になってしまっ
た｡
それでは, 伝統的国家の特性であり, 近代国民国家の不可欠な要件とも
なった正当な暴力の独占の具体的な現われとしての軍部についてはどうか｡
敗戦は日本の軍部を壊滅させた｡ 占領軍総司令部は戦争指導者を処刑し,
軍隊は解散させられた｡ 戦争に至る経過が次々と暴露され, 軍部の指導者
の愚劣さが公開され, 軍部の威信は消滅した｡ 新憲法で武力も放棄され,
軍部の成立基盤はなくなった｡ 50年代半ばにアメリカの方針転換で警察予
備隊, そして自衛隊へと組織されるが, 戦後日本国家にはもはや軍部の占
めるべき位置はなかった｡ 自衛隊はその後も軍備を整え, 組織的にも陸空
海の組織を拡張し, それぞれに幕僚長を擁する軍部として成長したが, 政
治的勢力としては無に等しい存在となった｡ その動向についてメディアに
登場するのは, 自衛隊が災害時に貢献する場合や, 対外的に不法侵犯に対
応する場合に限られ, 政治的な影響力は皆無であり, むしろ影響力をもと
うとした幹部は放逐される運命にあった11)｡
軍隊と並ぶ国家の暴力装置としての警察はどうか｡ 60年代から70年代に
かけての十数年間は高度経済成長, そして安定成長の時代で, 国民の生活
水準は高度化した｡ そんな時代に若者の暴力的反乱が起こったのである｡
それはイデオロギー的には日本を資本主義国家として批判し, それを社会
主義国家に変革しようとする左翼運動であったが, その暴力的挑発に国家
装置である警察は一切乗らなかった｡ 国家は意図的に脱暴力化を図ったよ
うである12)｡ こうして70年代には暴力的抵抗は国家に相手にされず, 運動
の中に内攻していき, 敵対する運動間の激しい暴力行使, いわゆる内ゲバ
が蔓延することになったが, それは革命運動の名の下に遂行された愚行で
あり, いかなる政治的意義をも有さないものであった｡
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こうして戦後日本国家は, 60年代から70年代にかけて根本的に脱伝統化
していったのであり, その象徴的な現われが脱暴力化であった｡ そして,
21世紀になった現在でも, 日本国家の脱暴力化は明らかである｡ しかし,
国際的にはテロリズムが蔓延し, 伝統性を強烈に帯びた国家が暴力を行使
しかねなかったり, あるいは現実に暴力行使している事態に現代世界は直
面している｡ 世界システムの中で現代日本国家はそれらと無縁に存続する
ことはできない｡ 国内的には天皇制の政治的威力の復活も, 政治的勢力と
しての右翼の再活性化もありえないだろうが, 日本国家および日本人が対
外的に暴力を行使せざるをえない可能性は, 集団的自衛権論議や北朝鮮の
動向や日中関係の緊迫化などに見ることができる｡ とはいえ, そのような
悪条件下においても, 脱暴力化した日本国家にはそれを回避すべく外交的
努力を重ねることが期待される｡
第３節 高度近代化の中の国家
1960年代末から70年代にかけての10年間に, 戦後日本国家は根本的な変
容過程にあった｡ それは前節で示した脱伝統化ないし脱暴力化という変動
を含みこんだ, 高度近代化という変動過程であった｡ それがマルクス主義
の成立根拠を脅かし, そのリアリティを根底から掘り崩しつつあったので
あり, マルクス主義のリアリティに依拠して成立していた国家論を空洞化
させていったのである｡ そのような国家論は, いわば国家の万能性ないし
中心性を信奉する立場にあった｡ 国家独占資本主義という国家像には強大
な支配的国家の存在が想定されており, 資本主義批判の立場には万能ない
し有能な国家という国家の中心性が前提にされており, それこそが当時の
国家論に多大な意義を与えていたと推測される｡ そしてそれは社会学の現
代社会論においても同様であった｡
60年代後半の現代社会論と言えば, 管理社会論であった13)｡ 50年代の大
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衆社会論にも60年代前半の産業社会論にもすでに把握されていた管理化と
いうトレンドは, 1960年代後半に社会紛争が激化し, 青年なかでも大学生
を中心とする政治運動が流行した時代になると, 管理社会論という流れを
形成するに至った｡ 管理社会論は, 社会への反抗を正当化し意義づける管
理社会批判論であり, 国家独占資本主義社会である先進資本主義社会を正
当化するイデオロギーとしての産業社会論を批判する立場もあれば, 社会
主義社会も管理社会にすぎないというところまで射程をのばした管理社会
批判の立場もあった｡ そのような管理社会論は60年代末から70年代にかけ
て登場した頃は, 国家独占資本主義国家を批判し攻撃するための社会理論
と見なされていたが, 今日の時点から回顧してみると, 論者の立場はマル
クス主義ではあっても, それは国家の脱暴力化と, 高度資本主義ないし高
度産業化への対応能力をむしろ高く評価した議論になっていた｡
管理社会論には脱暴力化した非常に有能な管理国家が想定されており,
管理社会論は国家独占資本主義論の一つの形態あった｡ 民主化と産業化の
進展の結果として生成された自発的服従を調達可能な, そして経済運営に
有能な国家が君臨する現代社会の姿が描かれていた｡ 60年代末から70年代
半ばまで続く国家への暴力的抵抗は, 柔軟な支配装置を備えた管理国家の
暴力的本性を暴き出そうとする抵抗であったとも言えよう｡ しかし, 日本
国家はそのような抵抗はものともせず, 70年代初めには福祉国家の構想を
提示さえしていたのである｡
それでは当時の日本国家は, 国家独占資本主義論や管理社会論や福祉国
家論が前提にしているほど万能だったのであろうか｡ 70年代に急速に進行
した高度近代化はむしろ逆に, 国家の脱中心化を際立たせていったのでは
なかったか｡ 特に, 速度を増しつつあったグローバル化の波が, 日本国家
を変容させ, 政治的にも経済的にも難問をつきつけてきたのであり, その
流れが80年代に民活民営化のトレンドを生み出し, ネオリベラリズム国家
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を生み出した14)｡ それらは社会的経済的運営に国家が民間活力を活用しな
ければどうしようもなくなったことを示しており, またネオリベラリズム
は国家による規制の放棄と言ってもよいものであった｡
民活民営化の民活とは民間資本活用の略語であり, その場合の民間とは
国家と市民社会における市民社会, すなわち経済・社会システムそのもの
であるが, 念頭に置かれていたのはいわゆる業界ないし企業であった｡ す
なわち民活民営化とは狭義には官, すなわち行政, したがって行政を基軸
とする政府 (国家) が経営する経済活動を民営化することであり, さらに
は民間の経済活力, すなわち産業ないし企業という産の領域のもつ資本力,
資本動員力を公共事業などに活用する方策を実施することなのであった｡
国民国家の運営の課題は, 経済的には国家財政の効率化であり, 国営企業
の効率化であり, さらには民間活力の活性化とされた｡ 資本主義の現実変
革力をコントロールしながら生かす道, 非暴力民主主義を実現する道を,
すべての社会が歩まざるをえなくなった｡ 社会主義も福祉国家も意味を問
い直されるという高度近代が訪れたのである｡ ポスト社会主義, ポスト福
祉国家の時代である｡ そのような社会変動の方向性を端的に示すトレンド
が民活民営化なのであった｡ それは80年代の日本で自民党中曽根政権の主
導下で推進された路線の名称にとどまらない｡ このトレンドはたんに産に
限定されない民間活力の向上にまで広がり, 新たな民間領域の誕生を促進
したのである｡ 民活民営化はそのような新たなトレンド, 一層大規模で潜
在的な新たな市民社会の形成とでもいうべきトレンドの表層の現われにす
ぎなかった｡
市民社会を形成するのは経済的市民だけではない｡ もともと政治的市民
としての運動は存在していたが, 社会的・文化的市民としての市民層が新
たな民間領域を充実しつつあった｡ 社会主義社会の変動も, まずは資本主
義的要素を経済に導入することから始まった｡ 計画経済, すなわち官主導
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型の経済から, 民主導型の経済へ, 私的な経済活動の領域の拡大へという
トレンドであった｡ そしてそのトレンドは, 以前から細々とではあるが確
実に流れていた民主化のトレンドと触発しあい, 一層促進されるようになっ
た｡ 民すなわち市民団体, 市民活動のパワーは社会主義社会の全体的変革
を促し, こうして社会主義社会にも民間領域の拡充というトレンドが進行
していたことが明らかになったのである15)｡ 先進的資本主義社会である日
本においても, 福祉国家から福祉社会への転換が進められたが, そのよう
なトレンドの重要な担い手として期待されるようになったのが, 非営利的
社会活動とその担い手である NPOであった｡ 90年代にそのトレンドは一
層明確になり, 社会における非営利社会活動の増殖, そのような活動を支
える制度の確立が進められたのである｡ そして, その中に, 官産民私の相
互連携と融合の発展を見ることができる｡
以上のように構想される社会システムにおいて, 行政を基軸とする政府
ないし国家は, 他の産や民や私の領域と同格の主体 (エージェンシー) と
して位置づけられている｡ そのような国家のあり方に対応する国家論が多
元的国家論である16)｡ 多元的国家論は国家が社会の他のエージェンシーと
対等のコミュニケーションを展開し, 合意の調達を実現することを要請し
ているからである｡ たしかに60年代後半の国家論の動向において, 多元的
国家論は市民主義的な政治理論であり, 現実に対応していない理想論と見
なされていた｡ 国家による暴力の独占と, 国家の中心性を前提にしていた
国家論からすると, 多元的国家論は国家の超越性をあまりにも軽視しすぎ
た議論と位置づけられてしまったのである｡ しかしながら, 多元的国家論
は論者によってニュアンスの違いはあるようだが, 国家が暴力を独占し,
社会の一般利害ないし一般意思を担うエージェンシーであるということを
否定しているわけではない｡ 暴力独占と一般意思は近代国家の本質であり,
近代国家論の展開はそれを基軸にしていたのであり, その点では多元的国
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家論も例外ではなかった｡
国家論は, 暴力の独占と, 一般意思の主体という近代国民国家の二大特
性を前提にしていた｡ この近代国民国家の特性は, 当然ながら国民の市民
権の保障と組み合わさっている｡ 近代思想史における国家論の歴史は, そ
のような近代国民国家の歴史的生成の流れに対応している｡ たとえば17世
紀のイギリスの思想家ホッブズが提示したリヴァイアサンという国家像は,
いまだ近代国民国家の生成以前, 市民社会の成熟以前ではあったが, 国家
による暴力の独占による市民権の保障という, その逆説的本質を洞察して
いた｡ あるいは18世紀フランスの思想家ルソーが提示した一般意思の担い
手としての国家像も, 近代国民国家が国民の権利を保障することを前提に,
自らの意思決定を社会の諸利害を超越した一般利害として受け止めること
を国民に強制するという国家意思の本質を洞察していたと思われる｡ ホッ
ブズやルソーは, 国民国家や市民社会の生成前夜に, その生成の可能性と
いう潜在的トレンドを見事に把握しえたのである17)。
その後, 産業化の進展と資本主義の発達は急速に市民社会を成熟させつ
つあったとはいえ, いまだ未熟な段階であった19世紀初めにヘーゲルは,
国民国家の共同意志の特性を, 諸利害に基づく特殊意志の絡み合う市民社
会を超越した一般性を保持した高度な意思として位置づけ, 国家官僚制を
基軸に構成される近代国民国家の基本構造を描き出した｡ それに対して,
マルクスはその一般性が支配階級の特殊利害に基づくものであり, そこに
成立する共同性は幻想的共同性に過ぎないことを喝破し, 国家意思が一般
性を実現するためには被支配階級の利害を反映させるための民主的な立法
システムが不可欠であると主張したのであった18)｡ 以上のように, 近代の
政治思想ないし国家論において, 国民国家の本質である市民権の保障と組
み合わさった暴力の独占の不可欠性は十分に把握されており, そのような
国家の意志は全体社会の一般性ないし共同性を確保したものと見なされ,
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あるいは確保したものであるべきであると主張されたのであった｡
以上のように, 近代から現代に至る国家論は暴力の独占と一般意思の主
体として国家を把握し, いわば国家の中心性を自明の前提としてきたので
あった｡ しかし, 先進社会, なかんずく現代日本社会において高度近代化
の進展は, 暴力の独占を前提に暴力行使の抑制を促進し, また一般意思の
特性として共同性ないし公共性を保障するための公共圏の形成を促進して
きた19)｡ こうして形成されてきた戦後日本, というよりむしろ現代日本の
高度近代の社会システムにおける国家の位置づけと役割は, まさに多元的
国家論によって的確に把握されるのであり, かつて理想主義的な市民主義
的な国家論として軽侮されがちであった多元的国家論は, 高度近代化の変
動過程で現実に対応した言説としてよみがえったと言えよう｡
おわりに
本稿では, 筆者の45年前の国家論体験を想起しつつ, 60年代後半から80
年代初めにかけての筆者の管見の限りでの国家論の展開と, 当時進行して
いた国家の変容を再考し, 今日に至る戦後日本国家の変容を脱伝統化と高
度近代化という社会変動の中で把握する視点を提示することを試みた｡ す
なわち, 当時経験した国家論の有意味性の低下という認識が, 国家の脱伝
統化に伴う脱暴力化と, 高度近代化に伴う国家の脱中心化とに由来してい
たのではないかという仮説を設定し, その仮説を支持する当時の現象や言
説を整理し, さらにそのような国家の変容のトレンドの今日的課題の指摘
も行った｡
しかしながら, 現在の世界では脱伝統化どころかいまだ暴力がむき出し
になっている国民国家も多く, 高度近代というべきグローバルな世界の中
で発展しきれていない国民国家も多い｡ まさに多様な国家が混在している
時代である｡ アメリカ合衆国のように自由民主主義の理念と激しい対外的
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暴力を矛盾なく共存させている国家もあれば, 最貧国で国民の大多数に困
難を強いながら軍備に専念し対内的にも対外的にもむき出しの暴力を示す
北朝鮮や, 共産党一党独裁システムと野蛮な資本主義が合体した狂暴な国
家としての中国もあれば, ソ連邦解体後混迷を続けながらも内外に強権国
家として君臨しようとするロシアも存在する｡ あるいは, 民族対立や宗教
対立に固執しなかなか脱伝統化の流れを生み出せず, 国民形成ができない
ままのイラクやアフガニスタンもあれば, イスラム宗教権力が最高国家権
力を掌握しているイランや, テロリストが国家形成を進める自称 ｢イスラ
ム国家｣ さえ存在している｡ 現在の世界は国家論がリアリティを失うよう
な時代ではない｡ しかし, 剥き出しの暴力行使はむしろ国家の無能性を示
している｡ かといって暴力行使の抑制だけでは国家は有能であるとは言え
ないのが高度近代の現在である｡ 国家は暴力を独占しつつも暴力行使を抑
制し民主主義システムを維持し, 資本主義や産業化の諸問題や, 多様な社
会問題に適切に継続的に対応していかなければならない｡ これらは到底国
家だけで担いうる課題ではなく, 高度近代における国家は有能でも中心的
でもありえないのである｡ 高度近代化の先端を走っている日本社会でこそ,
そのような国家のあり方の最新モデルを提示できる可能性が高いのである
が, そのような戦後日本国家の変容がたんにアメリカの傘の下で保護され
ていたから実現したにすぎず, アメリカの衰退が逆行をもたらすことにな
るのか, それともそれらの条件変化にはそれほど影響されない後戻りのな
い変動なのか, 今後も不安と期待とともに事態の推移を見守っていきたい｡
注
1) 吉本隆明の著作群については宮本 (2011a) を参照されたい｡ 筆者と吉本
の著作との出会いについては宮本 (2011a) の序章で述べている｡
2) 筆者の記憶では, 大学生など青年層には田中支持の潮流が見られ, 実際に
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田中首相が誕生した際には, 当時の進歩的なマスメディアの論調も ｢今太閤｣
などと祭り上げる歓迎ムードを示していた｡
3) この間の事情を回顧しているのが吉本 (1995)｡ ただし, 70年代後半以降
の吉本もきわめて多産であり, 宮本 (2011a) の４章, ５章および９章など
で紹介している｡
4) 筆者が当時購読を始めた 『試行』 30号 (1970年５月) に ｢社会構成の歴史
と論理｣, 31号 (1970年12月) には ｢国家と社会の構造的関連｣ が掲載され
ていた｡ また, 1969年に滝村 (1977) の旧版, 1971年に滝村 (1974) の旧版
が刊行された｡
5) 90年代には著作の刊行はほとんどなく, 2003年に大冊 『国家論大綱』 上・
下が勁草書房より刊行された｡
6) 1977年のダッカ事件 (日航機が日本赤軍に乗っ取られバングラデシュのダッ
カ空港に着陸したハイジャック事件) の際に福田首相は人命重視の観点から
犯人側の要求 (獄中のテロリストや犯罪者の釈放と身代金) を丸呑みし, テ
ロに強硬な対応をとる国際的な方向性に逆行し批判された｡
7) この段落および次の段落で述べる社会形成論については宮本 (2009) の第
３講 ｢社会の形成｣ に詳しい｡
8) この段落および次の段落で述べる国民国家論については宮本 (2013) で提
示した｡
9) 歴史学研究会・日本史研究会編 (2005) の第１章にあたる渡辺治 ｢戦後国
民統合の変容と象徴天皇制｣ が戦後日本の天皇制の変容について明解に説明
している｡
10) 浅沼書記長を暗殺した未成年の青年も, 中公事件を起こした未成年の青年
も当時の有力な右翼政党であった大日本愛国党の党員であったが, 後者は脱
党後に事件を起こした｡ なお, 前者は鑑別所内で事件の年に自死し, 後者は
懲役刑に服した後出所した｡
11) たとえば1961年12月に摘発された三無事件では, 旧日本軍元将校らが無税・
無失業・無戦争を主張してクーデタを画策し, 破防法の適用を受けた｡
12) 当時の警察庁幹部で後に内閣安全保障室長も務めた佐々淳行の 『東大落城
安田講堂攻防七十二時間』 文藝春秋, 1993年にも暴力行使の抑制方針が
強調されている｡
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13) 戦後日本の現代社会論および管理社会論については宮本 (2009) の第20講
｢戦後日本の社会変動｣ が詳しい｡ なお, 管理社会論研究の指導的存在であっ
た庄司興吉の庄司 (1977) および同 (1989) も参照されたい｡
14) この段落および次の二つの段落で述べる高度近代化における民活民営化の
位置づけについては宮本 (2011b) で提示した｡
15) この点については宮本 (2009) の第21講の ｢１ 社会主義の崩壊とポスト
福祉国家の時代｣ を参照されたい｡
16) 多元的国家論についての明解な批判的解説を, 本稿第１節で紹介した滝村
隆一が滝村 (1974) 所収の ｢国家と社会の構造的連関｣ (初出は注４で紹介
した 『試行』 31号掲載論文) で行っていた｡
17) ホッブズやルソーについては今日に至るも多様な議論が展開され続けてい
る｡ たとえばホッブズについての最新の優れた成果に梅田 (2005) や梅田
(2010) がある｡
18) ヘーゲルの法哲学とそれに対するマルクスの批判的継承について, 吉本隆
明は1964年に発表したマルクス論 (｢マルクス紀行｣ および ｢マルクス伝｣)
で明らかにしていた (吉本, 1969：13842, 17787)｡
19) 言論の自由の形式的および実質的な保障を進めることが, 公共性の高い世
論や政策が形成される場としての公共圏を生成していくだろう｡ 公共性ない
し公共圏についての最新の議論として，2013年に惜しまれつつ世を去った木
前利秋のハーバーマス論である木前 (2014) を挙げておきたい｡
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The Transformation of the Post-War
Japanese State:
De-traditionalization and High-modernization
MIYAMOTO Koji
This paper seeks to create a hypothesis explaining the transformation of the
post-war Japanese state in line with the social changes taking place since 1945.
First, considering the reduced significance of theories of the state during the
1970s, I postulate that it was caused by a decline in the violence and centrality
of the Japanese state.
Second, confirming that in modern nation-states, the monopoly of legitimate
violence by the state and national integration based on social and cultural tra-
ditions are deeply connected, I show that the post-war Japanese state has been
restraining its use of violence in line with the progressive de-traditionalization
of the political system.
Third, clarifying that theories of the state in the early 1970s presupposed
the centrality of the state in spite of the actual decentering of the Japanese
state, I find that the position and role of the Japanese state in the high-modern
social system can be explained by a pluralistic theory of the state.
Keywords : post-war Japanese state, nation-state, de-traditionalization,
high-modernization, pluralistic theory of the state
